
信用事業の状況 2010 DISCLOSURE

信用事業の状況

1．貯 金

2．貸 出 金

⑴　科目別貯金平均残高	 （単位：百万円、％）

⑴　科目別貸出金平均残高	 （単位：百万円）

⑵　定期貯金残高	 （単位：百万円、％）

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
流 動 性 貯 金 82,610（ 30.4） 83,796（ 30.5） 1,186
定 期 性 貯 金 188,439（ 69.4） 190,898（ 69.4） 2,459
そ の 他 の 貯 金 317（　0.1） 325（　0.1） 8

計 271,367（100.0） 275,020（100.0） 3,653
譲 渡 性 貯 金 ─（　 ─） ─（　 ─） ─

合　　　計 271,367（100.0） 275,020（100.0） 3,653

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
定 期 貯 金 179,356（100.0） 182,598（100.0） 3,242
う ち 固 定 金 利 定 期 179,352（ 99.9） 182,595（ 99.9） 3,242
う ち 変 動 金 利 定 期 3（　0.0） 3（　0.0） 0

⑵　貸出金の金利条件別内訳	 （単位：百万円、％）

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
手 形 貸 付 3,578 3,663 85
証 書 貸 付 55,768 56,072 304
当 座 貸 越 360 340 △ 20
割 引 手 形 ─ ─ ─
金 融 機 関 貸 付 6,400 6,400 0

合　　　計 66,107 66,476 369

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
固 定 金 利 貸 出 39,457（ 59.4） 42,224（ 63.2） 2,767
変 動 金 利 貸 出 26,930（ 40.6） 24,555（ 36.8） △ 2,375

合　　　計 66,387（100.0） 66,779（100.0） 392

�　�．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
�．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
�．（　）内は構成比です。

�　�．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金
�．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金
�．（　）内は構成比です。

�　�．当座貸越、無利息案件を除いて表示しています。
�．（　）内は構成比です。
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2010 DISCLOSURE 信用事業の状況

⑶　貸出金の担保別内訳	 （単位：百万円）

⑸　貸出金の使途別内訳	 （単位：百万円、％）

⑹　貸出金の業種別残高	 （単位：百万円、％）

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
貯 金 等 7,105 6,809 △ 296
有 価 証 券 ─ ─ ─
動 産 14 14 0
不 動 産 48,090 49,303 1,213
そ の 他 担 保 物 760 1,040 280

小　　　計 55,971 57,167 1,196
農業信用基金協会保証 1,006 893 △ 113
そ の 他 保 証 701 312 △ 389

小　　　計 1,707 1,206 △ 501
信 用 2,783 2,488 △ 295
劣 後 ロ ー ン 6,400 6,400 0

合　　　計 66,862 67,262 400

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
設 備 資 金 61,096（ 91.4） 61,975（ 92.1） 879
運 転 資 金 5,765（　8.6） 5,286（　7.9） △ 479

合　　　計 66,862（100.0） 67,262（100.0） 400

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減

法
　
　
人

農 林 水 産 業 227（　0.3） 235（　0.3） 8
製 造 業 174（　0.3） 165（　0.2） △ 9
建 設 ・ 不 動 産 業 4,060（　6.1） 4,223（　6.3） 163
卸売・小売業・サービス業 534（　0.8） 592（　0.9） 58
地方公共団体・非営利法人 3,186（　4.8） 2,413（　3.6） △ 773
そ の 他 法 人 7,524（ 11.2） 7,639（ 11.4） 115

小　　　計 15,707（ 23.5） 15,271（ 22.7） △ 436
個 人 51,155（ 76.5） 51,991（ 77.3） 836

合　　　計 66,862（100.0） 67,262（100.0） 400

⑷　債務保証の担保別内訳

�　（　）内は構成比です。

該当取引はありません。

�　（　）内は構成比です。
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信用事業の状況 2010 DISCLOSURE

⑺　リスク管理債権の状況	 （単位：百万円）

⑻　金融再生法債権区分に基づく保全状況	 （単位：百万円）

項　　　　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　　減
破 綻 先 債 権 額 ─ ─ ─
延 滞 債 権 額 2,424 2,337 △ 87
� ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 額 ─ ─ ─
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 166 217 51

合　　　計	 Ａ 2,590 2,554 △ 36
うち担保・保証付債権額	 Ｂ 1,349 1,319 △ 30
担保・保証控除後債権額	 Ａ−Ｂ＝Ｃ 1,241 1,235 △ 6
個別計上貸倒引当金残高	 Ｄ 1,164 1,136 △ 28
　　　　差　引　額	 Ｃ−Ｄ＝Ｅ 77 99 22
一 般 計 上 貸 倒 引 当 金 残 高 222 221 △ 1

債　権　区　分 債権額
保　　　全　　　額

担　保 保　証 引　当 合　計
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,400 420 0 978 1,400
危 険 債 権 939 735 13 158 906
要 管 理 債 権 217 151 ─ ─ 151

小　　　　　　　　　　計 2,557 1,308 13 1,136 2,459
正 常 債 権 64,853

合　　　　　　　　　　計 67,410

�　 1 ．破綻先債権とは、自己査定で破綻先に区分された債務者に対する貸出金のうち、会社更生、民事再生、破産な
どの申立のあった債務者、又は手形交換所から取引停止処分を受けた債務者に対する貸出金をいいます。

2 ．延滞債権とは、自己査定で破綻先、実質破綻先、破綻懸念先に区分された債務者に対する貸出金のうち、破綻
先債権に該当しないものをいいます。

3 ． 3 ヶ月以上延滞債権とは、元金又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 ヶ月以上延滞している貸出金で、破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものをいいます。

4 ．貸出条件緩和債権とは、債務者の再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本
の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び 3 ヶ
月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

5 ．担保・保証付債権額とは、リスク管理債権額Ａのうち、貯金・定積、上場公社債、上場株式及び確実な不動産
担保付の貸出残高並びに信用基金協会等公的保証機関等による保証付の貸出残高です。

6 ．個別計上貸倒引当金残高は、上記のリスク管理債権に対する計上額であり、貸借対照表上の個別貸倒引当金額
とは異なります。

�　上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第 6 条に基づき、債
務者の財政状態及び経営成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。
①　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権
②　危険債権

経営破綻の状況にはないが、財政状況の悪化等により元本及び利息の回収ができない可能性の高い債権
③　要管理債権

3 ヶ月以上延滞貸出債権及び条件緩和貸出債権
④　正常債権

上記以外の債権
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合　　計
2,554

合　　計
67,407

合　　計
67,410

2010 DISCLOSURE 信用事業の状況

自己査定と金融再生法に基づく開示債権、リスク管理債権との関係図（貸出金）
（単位：百万円）

破　綻　先
─

実質破綻先
1,398

破綻懸念先
939

要管理先
375

その他の要注意先
2,531

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

1,400

危険債権
939

要管理債権
217

破綻先債権
─

延滞債権
2,337

3ヶ月以上延滞債権
─

条件緩和債権
217

自己査定債務者 金融再生法債権 リスク管理債権

正　常　先
62,163

正常債権
64,853

※未収利息は含まない

※未収利息、信用仮払金を含む※要注意先、正常先は未収利息を含む
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信用事業の状況 2010 DISCLOSURE

（��）　貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額	 （単位：百万円）

項　　　　目

平成20年度 平成21年度

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額
期　末
残　高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額
期　末
残　高目　的

使　用 その他 目　的
使　用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 219 224 219 224 224 221 224 221
個 別 貸 倒 引 当 金 1,155 1,166 0 1,155 1,166 1,166 1,137 0 1,166 1,137

合　　　計 1,375 1,390 0 1,375 1,390 1,390 1,359 0 1,390 1,359
�　�．期末残高並びに期中増減額は、購買未収金等に係るものを含めた総額です。

�．「期中減少額」欄の「使用目的」は直接償却と相殺した金額、「その他」は決算修正時洗替による戻入額のうち目
的使用外の金額です。

�　�．貸出金の償却額のみを表示しています。
�．個別貸倒引当金により、既に間接償却した金額は相殺して表示しています。

項　　　　目 平成20年度 平成21年度
貸 出 金 償 却 額 ─ ─

⑴　内国為替取扱実績	 （単位：件、百万円）

種　　　　類
平成20年度 平成21年度

仕　　向 被 仕 向 仕　　向 被 仕 向

送金・振込為替
件 数 88,066 313,672 87,550 327,109
金 額 50,551 86,654 48,635 88,053

代 金 取 立 為 替
件 数 12 57 8 33
金 額 62 69 71 36

雑 為 替
件 数 1,009 478 1,946 2,504
金 額 267 103 431 243

合　　　計
件 数 89,087 314,207 89,504 329,646
金 額 50,881 86,828 49,137 88,333

⑼　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
該当する取引はありません。

（１１）　貸出金償却の額	 （単位：百万円）

3．為　　替
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2010 DISCLOSURE 信用事業の状況

⑴　種類別有価証券平均残高	 （単位：百万円）

⑵　有価証券残存期間別残高	 （単位：百万円）

⑷　公共債及び証券投資信託窓口販売実績	 （単位：百万円）

項　　　　目 平成20年度 平成21年度 増　　減
国 債 2,975 2,696 △ 279
地 方 債 399 399 0
金 融 債 11,172 13,373 2,201
短 期 社 債 ─ ─ ─
社 債 6,685 7,128 443
株 式 ─ ─ ─
そ の 他 の 証 券 ─ ─ ─

合　　　計 21,234 23,598 2,364

種　　　　類 平成20年度 平成21年度 増　減　額
国 債 225 97 △ 128
証 券 投 資 信 託 15 76 61

4．有価証券等

⑶　商品有価証券種類別平均残高
該当する取引はありません。

�年以下 � 年 超
�年以下

� 年 超
�年以下

� 年 超
�年以下

� 年 超
10年以下 10 年 超 期間の定め

ないもの 合　　計

平成20年度
国 債 174 190 500 28 1,900 ─ ─ 2,792
地 方 債 ─ ─ ─ 400 ─ ─ ─ 400
金 融 債 ─ 3,200 9,800 ─ ─ ─ ─ 13,000
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ 1,700 3,300 1,200 600 ─ ─ 6,800
株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
外 国 債 券 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 の 証 券 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
平成21年度
国 債 161 529 38 300 1,600 ─ ─ 2,628
地 方 債 ─ ─ ─ 400 ─ ─ ─ 400
金 融 債 1,800 5,800 5,800 ─ ─ ─ ─ 13,400
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 1,400 2,300 2,800 300 600 ─ ─ 7,400
株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
外 国 債 券 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 の 証 券 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
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⑴　有価証券の時価情報	 （単位：百万円）

種　　　　類
平成20年度 平成21年度

帳簿価額 時　　価 評価損益 帳簿価額 時　　価 評価損益
売 買 目 的 ─ ─ ─ ─ ─ ─
満 期 保 有 目 的 9,960 9,930 △ 30 9,796 9,983 186
そ の 他 13,029 12,995 △ 33 14,030 14,430 400

合　　　計 22,989 22,926 △ 63 23,826 24,414 587

5．時価情報等

�　�．時価は期末日における市場価格等に基づく時価としています。
�．帳簿価額は、売買目的有価証券については取得価額を、満期保有目的有価証券またはその他目的有価証券につい

ては償却原価適用後、減損適用後の帳簿価額を記載しております。

⑵　金銭の信託の時価情報

⑶　デリバティブ取引等（取引所金融先物取引等、金融等デリバティブ取引、有価証券店頭デリバティブ取引）

該当する取引はありません。

該当する取引はありません。
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